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１．ＡＳＥＡＮとは（東南アジア諸国連合） 












また、ＧＭＳに関しては言えば、人口はＡＳＥＡＮの合計の 40％にあたる約 2 億 4 千
万人とインドネシアに匹敵する規模です。１日当たりの最低賃金は、4 ドルと非常に 
低い水準になっています。 
タイの欄では、人口は約 6 千 4 百万人、一人当たり GDP は 5 千７百ドル弱と、
中所得国と位置付けられると思います。 















































































   ＡＳＥＡＮ経済共同体とは、AFTA（ASEAN自由貿易地域）の枠組みをベースとした、 
域内の経済ネットワークの構築と、競争力のある経済圏の実現を目的とした共同体です。 
アセアン経済共同体、すなわち ASEAN Economic Community の頭文字を取って、 
ＡＥＣと呼んでおります。 
 
  1997 年のアジア通貨危機を経て、ASEAN 諸国が 競争力維持のため、国単位でなく、 
一つの経済圏としての地位確立を目指し、ASEAN 共同体が初めて提唱されました。 
 
  2007 年には、ＡＥＣの設立を 2020 年から 2015 年に前倒しすることが宣言され、 
統合のプロセスを示したＡＥＣブループリント、すなわち「青写真」が採択されました。 
ブループリントでは、主に次の 4 つのテーマがあります。 
 
















　アセアン経済共同体、すなわち ASEAN Economic 
Community の頭文字を取って、AEC と呼んでおります。
　1997年のアジア通貨危機を経て、ASEAN 諸国が、競争
力維持のため、国単位でなく、一つの経済圏としての地位
確立を目指し、ASEAN 共同体が初めて提唱されました。
　2007年には、AEC の設立を2020年から2015年に前倒し
することが宣言され、統合のプロセスを示した AEC ブ
ループリント、すなわち「青写真」が採択されました。
　ブループリントでは、主に次の４つのテーマがありま
す。
⑴　「単一市場と単一生産拠点」は、ブループリント全
体の６割を占める中核部分で、ヒト・モノ・カネの自
由な移動を目的とするものです。
⑵　「競争力ある経済圏」は、ASEAN レベルでの競争
政策の導入と、それを担当する機関の設置、公平な競
争環境を創出するための、地域ガイドラインの整備を
行うというものです。
⑶　「公正な経済開発」は、域内ネットワークに中小企
業の積極的な参加を促し、活力を強化すること、なら
びに格差是正の取組を行うものです。
⑷　「グローバル経済への統合」は、生産および流通の
国際的な最適手法を採用し、開発途上にある加盟国が
工業能力と生産性の向上により、統合に参加できるた
めの包括的な技術援助パッケージを構築する、という
ものです。
　しかしながら、AEC が目指す姿には、乗り越えなけれ
ばならない様々な課題・問題が横たわっています。例え
ば、「ヒト・モノ・カネの自由な移動の実現」について
は、域内の非関税障壁撤廃を掲げていますが、原産地規則
を満たした物品が対象であり、税関検査がまったくなくな
る訳ではないのです。
　「域内の格差是正」についても、既に一人当たりの名目
GDP が５万ドルを超えるシンガポールから、１千ドルに
満たないミャンマー・カンボジアまで、その経済格差は極
めて大きく、より具体的な格差解消施策が早期に策定・実
行されなければ、更に格差が拡大することになりかねませ
ん。
　こうした域内の利害関係の対立が、今後更に顕在化して
くると、外国企業に対する対外アピールができなくなるだ
けでなく、域内における求心力が低下することも心配され
ます。
　経済回廊における税関検査やパスポートコントロール、
国境を跨ぐ物流の荷物の積み替え等、ソフトインフラ面の
整備が進めば、ヒト・モノの自由な移動は更に活発化し、
大きな変化をもたらす可能性があることを付け加えたいと
思います。
４ ．タイから見たGMSとタイの戦略
　タイでは、1990年代以降、整備されたインフラや、積極
的な外資誘致政策をタイ政府が取ったことにより、日系
メーカー、特に自動車産業が、部材の現地調達比率向上の
観点から、進出する動きが目立つようになりました。
　急速に経済発展したタイでは、貧富の差の拡大、労働力
の減少・汚職などの難題に直面し長期停滞に陥る、いわゆ
る「中所得国のワナ」に陥ることが心配されています。
　今後の人件費の高騰は避けられない状況です。「中所得
国のワナ」に陥らないためには、高付加価値産業の育成が
急務なのです。
　こうした産業構造の変革にあわせ、日系企業各社は、タ
イを主たる拠点としながらも、ミャンマー・ラオス・カン
ボジアの３国への投資機会を探る「タイ・プラスワン」の
動きを強めており、これらの国の注目度が急上昇していま
す。
　タイの特徴は、大きく分けて４つあります。
⑴　充実したサプライチェーンが確立されていること。
⑵　陸・海・空の高度なインフラが十分に整備されてい
ること。
⑶　製造のハブ拠点の優位性を持っていること。
⑷　外資の優遇制度に恵まれていること。
　日系企業の戦略的拠点としてのタイの位置付けは、引き
続き不変であります。
　一方、GMS ３国は、
⑴　労働力が豊富であること、
⑵　人件費が安く確保できること
⑶　既存サプライチェーンの一部として機能する可能性
が高いこと、
⑷　AEC の発展により域内の関税が撤廃される動きに
あること
等により、素材・原材料加工業を中心に、タイから GMS
３国に生産拠点をシフトして、第２工場的な役割を担うと
いった動きが出てきています。
　最後に、GMS の生産ネットワークについて、解説致し
ます。
　大きな特徴は、経営の効率化のため、タイから他の
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GMS 諸国へ生産工程を断片化・分散化させる「フラグメ
ンテーション」という動きと、タイ国内の充実したインフ
ラを活用して生産機能を集積させる「アグロメレーショ
ン」の２つの動きが同時進行しているという点です。
　一見、相反するこうした２つの動きが併存している背景
としては、次の２点が挙げられます。
⑴　タイと他の GMS 諸国との経済格差が極めて大き
く、タイの製造機能をそのまま完全にシフトすること
が困難であること。
⑵　その一方、タイ国内において高付加価値製品の製造
を中心とした産業構造への転換を進めるため、旧来型
の汎用品等の製造機能を、他の GMS 諸国へ積極的に
押し出す必要があること。
　在タイ日系企業は、こうした生産工程のフラグメンテー
ションとアグロメレーションを同時進行させることで、既
存インフラを最大限活用して GMS 諸国に、タイの補完的
役割を担わせながら、GMS 諸国の将来的な内需を取り込
むということに狙いを定めていると言えるのではないで
しょうか。
5 ．おわりに
　ASEAN 経済統合、GMS 諸国への日系企業の積極展開、
経済回廊の整備等、まさに「熱い」地域に駐在できること
を喜びとしています。
　タイは、AEC のみならず、RCEP（東アジア地域包括的
経済連携）や TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）を見
据えて発展していくことと思います。
